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入港までの経緯

※申し入れの全文は、日本共産党神戸市会議員団のホームページからご覧いただけます。

　３月24日、核保有国である米国海軍艦船「USS WARRIOR（ウォーリア）」が神戸港・摩耶埠頭に入港しまし　３月24日、核保有国である米国海軍艦船「USS WARRIOR（ウォーリア）」が神戸港・摩耶埠頭に入港しまし
た。日本共産党神戸市会議員団は、非核証明書の提出がないまま神戸市長が許可したことに断固抗議し、その撤た。日本共産党神戸市会議員団は、非核証明書の提出がないまま神戸市長が許可したことに断固抗議し、その撤
回を求めて申し入れや市民とともに抗議行動をおこないました。回を求めて申し入れや市民とともに抗議行動をおこないました。

　今回の入港に際し、神戸市側は日本政
府（外務省）が「核兵器を搭載していな
いことにつき、我が国政府として疑いを
有していない」旨回答があったこと、並
びに「米国総領事と港湾局が会談し、日
本に入港する米国艦船には核兵器が搭載
されていない旨、意見交換したこと」を
論拠にしています。しかし、米総領事は、
「個別の艦船についての核兵器の搭載の
有無については言及できない」（３月14
日の会談）と、「非核証明」の提示を拒否
しており、これは成り立たない議論です。
　神戸市は、神戸市会決議「核兵器搭載艦
艇の神戸港入港拒否に関する決議」に基
づき、神戸港に入港を申請する外国艦船
には、例外なく「非核証明書」の提出を求
め、この立場を厳守してきました。この50
年間、米艦船は一隻も入港していません。
　今回の非核証明書の提出がないままで
の入港許可は、50年に渡る市会決議の立
場を放棄するものであり、絶対に許され
るものではありません。
　久元市長は、２月26日の本会議で「非
核『神戸方式』につきましては、従来の
考え方を変えるつもりはありません」と
明言しましたが、自らの言明さえ放棄す
るものです。
　３月19日におこなった日本共産党神戸
市会議員団の申し入れの際に、港湾局副
局長は「３月17日に入港申請があり、今
回のような急な申請は異例」「非核『神
戸方式』を厳守し、非核証明書の提出を
必ずもとめる」としていました。海上保
安庁・阪神港長から港湾局長には既に２
月18日には、「米艦船入港」について通知
があり、３月７日には市長から外務省に
対し「米国海軍艦船『USS WARRIOR
（MCM10）』の神戸港入港に係る照会」
を要請しており、組織ぐるみで虚偽の報

告をしていたことも許されるものではあ
りません。
　市民と議会に虚偽の答弁をしながら、
市会決議である「非核『神戸方式』」に

風穴をあける非核署名証明書の提出のな
い米艦船の入港は絶対に認められませ
ん。重ねて、抗議するとともに、入港撤
回を厳重に求めます。

３月24日　市役所前と摩耶埠頭で市民とともに入港に抗議する日本共産党神戸市会議員団

２月18日　海上保安庁・阪神港長が神戸市・港湾局長に対し「米艦船入港」について通知
２月26日�　久元市長「非核『神戸方式』につきましては、従来の考え方を変えるつもりは

ありません」と明言（神戸市会本会議より）
３月７日�　市長から外務省に「米国海軍艦船『USS WARRIOR（MCM10）』の神戸港入港

に係る照会」を要請
３月14日　アメリカ総領事と港湾局長が会談
　　　　�　米総領事は「個別の艦船についての核兵器の

搭載の有無については言及できない」と、「非
核証明」の提示を拒否

３月17日　入港申請
３月18日　入港申請が発覚
３月19日�　日本共産党神戸市会議員団が港湾局に申し入れ
　　　　�　「３月17日に入港申請があり、今回のような

急な申請は異例」「非核『神戸方式』 を厳守
し、非核証明書の提出を必ずもとめる」と港湾
局副局長が答弁

３�月21日�９時　日本共産党神戸市会議員団が市長に申し
入れ

３�月21日�16時　市長が非核証明書の提出を求めず入港を
許可

３月21日�18時　日本共産党神戸市会議員団が市長と港湾
局に対し、入港撤回を求める申し入れ

３月24日９時　摩耶埠頭へ「WARRIOR」が入港

３月19日　港湾局へ申し入れ３月19日　港湾局へ申し入れ

３月21日　市長へ申し入れ３月21日　市長へ申し入れ

３月21日　港湾局長へ申し入れ３月21日　港湾局長へ申し入れ

非核『神戸方式』ないがしろにする、
非核証明書のない米艦船の入港に抗議!



　３月13日に神戸市予算特別委員会がひらかれ、日本共
産党神戸市議団の赤田かつのり議員が総括質疑に登壇し
ました。

質疑
項目

１．大企業への放漫財政、市民には緊縮
財政からの転換について

２．苦境に立つ既存の中小業者の営業
を守るための施策について

　神戸市は、三宮再整備や大
阪湾岸道路の西伸事業、神戸
空港国際化などの大型開発が
「民間投資を誘発し、経済の
活性化につながる」として、
物価や資材機、人件費高騰に
もかかわらず、これまで以上
に巨額の予算を投入するとし
ています。その一方で、埼玉
県八潮市にみられるインフラ
の老朽化対策は停滞し、さら
に児童・生徒数が増えて過密

状態のいぶき明生支援学校の
分校が開校するまでの対応が
不十分であることなどが局別
審査で明らかになりました。
赤田議員は、長期にわたる経
済の停滞と異常な物価高騰の
もとで、市民の生活と安全に
直接かかわる施策には緊縮財
政を強いながら、開発には異
常な放漫財政をおこなう予算
編成は改めるべきと質しまし
た。

赤田議員：市役所新２号館
は事業費が1.5倍になってい
る。建物全体を民間事業者が
整備し、庁舎部分を市が買い
取る形態によって、事業者の
言われるがままに市の負担が
大きくなっている。計画は中
止し、市が責任をもって整備
すべきだ。
中原都市局都心再整備本部
長：物価高騰は庁舎だけでは
ない。コスト削減できるよう
民間事業者と協議して進めて
いる。
赤田議員：建て替えのため

に賃料を払って民間のビルに
入っている部局もある。全て
の局が戻れないような理不尽
なやり方はやめるべきだ。
中原本部長：2029年の完成

までまだ時間はある。その間
に組織や社会情勢も変化す
る。適切なタイミングで考え

る。
赤田議員：バスターミナル

は事業期間を30年から15年に
短縮して商業床を増やすの
は、将来のバス需要の見通し
が立たなくなったからだ。さ
らに管制システムは民間から
公共の負担で整備することに
変更した。明らかに市民負担
増ではないか。
中原本部長：民間事業者が

コンセッションに参加するこ
とにリスクがあり、公共側で
負担することでリスクを下げ
た。
赤田議員：需要の見通しも

立たないのに進めるから新た
な市民負担が生じているので
はないか。神戸空港でも1846
億もの収支赤字のために市民
のための財産を減少させたこ
とに全く反省がない。また、
汚水管きょの改築や耐震化も
物価高騰の影響を受けてペー

スダウンしている。当初の予
定通り進めることはできない
のか。
今西副市長：近年の物価や

人件費高騰の影響を受けてい
ることは事実だ。点検調査の
結果、更なる延命化が可能だ
とわかった。使えるものは利
用して対処する。
赤田議員：垂水区でも埼玉

県八潮市の事故を受けて心配
の声を聞いている。40年を超
えたら陥没の危険性が高まる
ことは共有の認識だ。住民の
命と安全を守る事業にこそ予
算を増やして最優先で進める
べきだ。また、支援学校に通
う垂水区の児童・生徒は、西
区いぶき明生支援学校への移
転・統合によって約10年間、
垂水区外の支援学校しか選べ
なかった。もっと早く適地を
確保して整備すべきではなか
ったのか。
福本教育長：当時校舎の老

朽化が進んでいたので、移転
できる西区井吹台に決めた。
全国的な傾向だが知的障害の
子どもが予想以上に増えてい
るので、現在対応するために
分校をつくっている。
赤田議員：私は養護学校の

廃止と垂水区外への移転・統
合反対を主張し、残すように
求めてきた。 統合する前の
2016年から児童・生徒数は増
え続けている。市の判断で移
転・統合を決めてしまった結
果、過密が起きているではな
いか。
小原副市長：特別支援学校

の設置の義務は都道府県にあ
る。特別支援学校に通う子ど
もは増えているが、全体の子
ども数は減っている。少子化
も考えて適切に対応していく。
赤田議員：教育を円滑に継

続的に実施できるように整備
するのが自治体の務めだ。最
善を尽くすべきだ。

　日本共産党神戸市会議員団は、大型開発に「放漫財
政」、市民に「緊縮財政」を進め、物価高騰から市民
のくらしや営業の支援に背を向ける神戸市の予算を変
えるために、予算編成替えの動議を提案します。

『放漫財政』『緊縮財政』あらため、
市民のくらし守る積極予算を！

赤田赤田議員が議員が総括質疑総括質疑
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